
議案第８６号 

 

公の施設の指定管理者の指定期間の変更について（淡路人形浄瑠    

璃館） 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者の指定期間を変更することについて、同条第６項の規定により、議会

の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

南あわじ市長 守 本 憲 弘  

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせている公の施設の名称 

   南あわじ市淡路人形浄瑠璃館 

 

２ 指定管理者である団体 

所在地  南あわじ市市三條８８０ 

名 称  公益財団法人 淡路人形協会 

         理事長 正 井 良 德 

 

３ 指定の期間 

【変更前】 令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

【変更後】 令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 



 

議案第８７号 

 

公の施設の指定管理者の指定について（淡路人形浄瑠璃館）    

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者として次のとおり指定することについて、同条第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

南あわじ市長 守 本 憲 弘  

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   南あわじ市淡路人形浄瑠璃館 

 

２ 指定管理者となる団体 

   所在地  南あわじ市福良字鳥取丙９４７番地の２２ 

   名 称  株式会社うずのくに南あわじ 

         代表取締役  飛 田 俊 紀 

 

３ 指定の期間 

   令和６年４月１日から令和１７年３月３１日まで 

 



 

 

【南あわじ市淡路人形浄瑠璃館】 

 

指定管理者候補者選定に関する資料 

 

 

候補者：株式会社うずのくに南あわじ  

 

 指定管理者指定申請書（写し） ·················· Ｐ１ 

 指定管理者候補者団体概要書 ··················· Ｐ２ 

 候補者の経営状況を説明する資料（収支決算状況） ········ Ｐ４ 

 指定管理を行う施設の事業計画書 ················ Ｐ５ 

指定管理に係る収支計画書 ··················· Ｐ１１ 

 過去実績表 ·························· Ｐ１３ 



．（ 要項様式２号）

指定管ｌｌ者指定串請書

市

指定を

受けよ

うとす

る法人

名　　　　称 株式会社うすのく に南あわじ

事務 所の

所　在　地
兵庫県南あわ じ市福良宇鳥獸丙 ９４ ７る胞の ２２

管理 を行 おう とす

るむの施設の名称
南あわじ市淡路人形浄瑠璃館

添付書類

Ｉ　 法人のｊＳ動に］容、 経営伏Ｒ等

を説明す るき類

■　 事業計ミ書

口　 指定管ミ料・示・

口　 連帯９証人ヨイＥＥ霾 ・承諾霾

・　 啣込資格をほ認するＳｎ

ｌ　 収支計回書

ロ　 グループ鏡ぬＳ

口　 その他（　　　　　　　　）

（事務処理欄）

１



（要項様式３号）

ｊＴｉ旧にｔに」

フ　　 リ　　 ガ　　す

法　 人　 名　称

カブ イキガイシャ　 ウズ ノクニミすミアワジ

株式会社　うすのくに南あわじ

フ　　 リ　　 ガ　ナ

代　 表　 者　名

ダイヒョウトリシマリヤク　 トビ タトシキ

代表虱締役　　飛ＥＥ３俊紀

所　　　在　　　地 良

電　 話　 番　号㎜㎜ ＦＡ Ｘｌ ｇｌ㎜

設立 年ＪＥ目日

主な 事業 活動

１　 道の駅「うすしお」

（１ ）物産店（シ ヨッ プうすのくに本店）の経営、管理Ｒび運営

（２）飲食店（レストラン、淡路島オニオンキッチン本店）の経営、管理

及び運営

（３）道の駅 「うすしお」 登録に係るデータペースの管理

（４）道の駅うすしおを防災拠点として活用、管理

２　大鳴ｒｌｊ橋記念館

（１ ）うすしお科学館の経営、 管理Ｒび運営

（２）物産店 （シ ヨップうすのくにうすの丘店、 淡路島丘の上の牛乳

パン）の経営、管理及び運営

（３）飲食店（絶景レストランうすのｎ、今日は肉の日、 ．淡路島オニオン

キッチンうすの丘店） の経営、 管理Ｒび運営

（４）多目的室での展示・ イベント等の管理 ・運営

３　鳴門岬駐車場 「うすまちテラス」

（１ ）道の駅うすしお来傷者臨時駐車Ｓとして利用及び待合所での映像

による市ＦちＪ観光等のＰＲ

（２）テイクアウ ト店舗の活ｍ

（３）イベン トを含も施設の管理・ 運営

団体 の特 色Ｒび

経　 営　 愬　針

４乙成１ ６年了丿目３ １日以前は、 淡ｌｇ鳴ｒｌｊ岬２園開発事務組合による一部事務組合（特別

地方おれ団体）の管理 ・運営がなされており、同日付で一部事務組合を解散し同年８月

１日に「株式会社うすのくに南あわじ」 を設立した。

この会社は、 資本金３，０００万円でうち市から７００５Ｆ９ （２３．３％）の出資金が出てい

る第三セクターあ り、 同年８９ １日から令禾［〕了年 ３Ｊ目３ １日 （一部施設令和５年２月２８

日について淡路鳴ｎ岬む園開発事務組合管理者Ｒび南あわ じ市長と株式会社うすの

くに南あわじ四ぶ、締役との間で指定管ヨ協定書の締結により管理 ・運営を行つてい

る。

経営方針としては、鳴門の渦潮 ・大鳴門橋という観光資源を活かすとともに、食の

宝庫である淡路島の食材を使回した商品やメニューを開発し提供。 また、ここにし

かないコンテンツを発信し続けることにより、南あわじ市の認タミ［］度アップや市内事業

者との取引、 活性化、 継続的な雇ＪＥ目を目指している。

団体 の縮 織図 ぶ組織図は別途添付

構　 ぼ　 員　数

（従 業員 数）
ｍ社員４ ５人、パート社員２９人（令和５年４Ｊ目１ 日現在）

指定管理勉

制度担当者

氏　　　　　名 飛ＥＢ晋次 担当部署 ・役職 総務部・ 部長

電　 話　 番　ｇ ＦＡ Ｘ番号 ㎜
メー ルア ドレス

　

そ　 の　他

２



今日は肉の日

淡路島 オニオ

ン

キッチンカー

株式会社うずのくに南あわじ組織図

ホール部門 調理部門

淡路島オニオ

ンキッチンう

ずまちテラス

店

淡路島 オニオ

ンキッチンうず

の丘店

レストラン部門統轄店⾧ バーガー部門統轄店⾧ 統轄店⾧EC課

ショップ う

ずのくにうず

まちテラス店

ショップうずの

くにうずの丘店

淡路島丘の上

の牛乳パン

道の駅うずし

お支配人
うずの丘支配人

うずしお科学

館課
業務改革室

クリエイティブ

課

事業部⾧ 事業部⾧ 事業部⾧ 事業部⾧

新規事業開発部総務部 総合デザイン部 物販事業部 飲食事業部

事業部⾧

取締役

常務取締役

専務取締役

代表取締役
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指定管理者の収支決算状況（うずのくに南あわじ）
（単位：千円）

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 Ｒ2年度 R3年度※１ Ｒ4年度※１

鳴門みさき荘 350,000 455,000 393,000 417,000 389,000 357,000 345,000 235,000 397,000 441,000

大鳴門橋記念館 79,000 85,000 138,000 141,000 148,000 148,000 151,000 91,000 337,000 492,000

利 用 料 収 入 837,173 1,101,154 1,326,400 1,322,654 1,337,723 1,355,170 1,372,592 898,400 1,017,293 1,378,367

補 助 金 0

そ の 他 35,605 37,719 37,970 35,472 21,252 16,636 20,124 99,872 102,728 25,617

合 計 872,778 1,138,873 1,364,370 1,358,126 1,358,975 1,371,806 1,392,716 998,272 1,120,021 1,403,984

仕 入 代 421,181 553,992 650,947 660,206 654,176 658,829 678,915 438,120 498,755 702,013

人 件 費 212,168 277,785 316,424 329,645 323,393 335,019 353,502 314,698 315,876 347,249

光 熱 水 費 38,992 38,015 42,236 39,893 39,806 35,959 34,339 26,997 31,605 35,603

役 務 費 42,962 49,175 52,816 55,486 51,970 50,241 48,072 40,274 37,955 51,364

租 税 公 課 308 149 1,865 125 67 220 297 391 265 453

賃 借 料 9,984 12,917 15,043 11,005 11,662 11,250 10,766 7,464 7,493 7,139

消 耗 品 費 24,897 37,985 38,716 39,470 48,072 43,450 36,878 23,052 23,529 29,197

修 繕 費 18,518 28,788 53,803 31,504 31,540 35,355 33,130 20,674 18,933 32,887

施 設 使 用 料 25,115 33,035 66,320 66,133 66,887 67,720 68,630 44,920 50,864 62,653

清 掃 衛 生 費 8,844 7,595 6,021 6,302 6,945 8,578 11,629 7,249 8,217 8,663

そ の 他 34,602 35,581 76,891 66,386 59,741 58,478 53,016 57,476 60,584 94,651

法 人 ・ 住 民 税
及 び 事 業 税

185 19,643 11,638 15,195 21,118 18,854 21,289 2,853 20,900 12,276

合 計 837,756 1,094,660 1,332,720 1,321,350 1,315,377 1,323,953 1,350,463 984,168 1,074,976 1,384,148

35,022 44,213 31,650 36,776 43,598 47,853 42,253 14,104 45,045 19,836

当期未処分利益 26,359 70,572 100,572 134,158 159,456 202,009 240,962 251,766 295,161 313,347

利 益 処 分 額 0 1,650 3,190 18,300 5,300 3,300 3,300 1,650 1,650 1,650

利益準備金 0 150 290 300 300 300 300 150 150 150

配当金 0 1,500 2,900 18,000 5,000 3,000 3,000 1,500 1,500 1,500

26,359 68,922 97,382 115,858 154,156 198,709 237,662 250,116 293,511 311,697

26,359 69,072 97,822 116,598 155,196 200,049 239,302 251,906 295,451 313,787

収 支 差 引

項目

収
　
　
入

入
込

※１：入込数計測方法の変更によりR３年度以降大幅に増加(レジ通過等による計測から入口に設置の人数カウンターによる計測へ変更)

利
益
処
分

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

支
　
　
出
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（要項様式6号） 

事 業 計 画 書 

Ⅰ 管理運営の基本方針 

1) 施設の管理運営を実施するにあたっての基本的な考え方 

本施設の条例に基づき、国指定重要無形民俗文化財「淡路人形浄瑠璃」の保存・伝承、振興を

図るために、人形浄瑠璃芝居の公演を行うとともに、本市の観光振興に寄与するため積極的に取

組む。加えて、収支改善を図るための方策を講じ、市の負担軽減を行う。また、津波等災害発生

時の一時避難施設として活用するため、施設の適正な管理運営に努める。 

 

2) 指定期間内における達成目標 

平成２７年度以降、入場者数３万人台と低迷している中、コロナウィルス感染症の影響を大き

く受け、入場料及び売店売上等の事業収益は伸び悩み、経常的な赤字経営で非常に厳しい状況が

続いている。令和７年に開催される大阪万博やコロナ収束後のインバウンドの回復に向け、新た

な取組みを実践していくことで「淡路人形浄瑠璃」の魅力を広く発信させながら入場者の増加を

目指し、事業収益を好転させていく。 

また、公益財団法人淡路人形協会とも連携を取りながら、伝統芸能の伝承、舞台芸術の発展に

貢献していく。 

 

※ 淡路人形浄瑠璃館の目標入場者数（参考：R4 年度の入場者数：21,575 人） 

R６ Ｒ７ R８ R９ R10 R11 

35,000 人 43,000 人 37,000 人 40,000 人 42,000 人 45,000 人 

                                         千円 

科目 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

経常収益 150,500 167,300 165,200 167,000 166,200 167,500 

経常費用 155,703 167,659 165,582 169,376 176,048 178,701 

差引額 △5,203 △359 △382 △2,376 △9,848 △11,201 

 

3) 各施設間の連携に関する事項 

市内の観光施設及び宿泊施設との情報共有等連携を密にし、市内各施設との相乗効果を図りな

がら、淡路人形浄瑠璃の魅力を広めていけるよう運営していく。 
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Ⅱ サービス向上の具体的な取組み 

1) 指定期間における事業計画の概要 

別紙収支計画書に記載 

 

2) サービス向上の具体的な取り組み 

伝統・文化を継承しつつも、近年のニーズをとらまえた積極的な投資を行い、魅力を一層高め

るため新作に取り組む等により、来客者の満足度のアップを図っていく。 

 

 

Ⅲ 利用者の施設利用に関する事項 

１) 施設利用の平等の確保への具体的な取り組み  

南あわじ市淡路人形浄瑠璃館条例を遵守し、市民並びに観光客に対して公平・公正に施設の利用

を許可する。 

 

２) 施設利用者の増加への具体的な取り組み 

地元観光協会及び宿泊施設とのタイアップ事業については積極的に取り組むことにより集客効

果の改善を図る。 

また、新しい演目の制作や淡路人形座ならではの「体験型ワークショップ」の開発等に取り組み、

多方面に向けたＰＲ戦略の実施により、利用者層の拡大やファミリー層の増加を行い、収入額の増

加を図る。 

 

３) 利用者の意見、要望等の把握の方法 

利用者のニーズを把握し、利用者が満足する価値を提供できるようマーケティングを実施する。

具体的には、利用者にアンケート調査を実施し、適切な分析の下に改善案を策定し、ＰＤＣＡサイ

クルを繰り返しながら事業改善を図る。 

 

４) 利用者の苦情等への対処方法 

利用に係るトラブルについては、組織的に誠意をもって対応し、解決するように努める。 

  

５）地域、関係機関、ＮＰＯ、ボランティア団体等との協働・連携 

兵庫県、島内の３市役所、淡路人形協会、淡路人形芝居サポートクラブ、淡路人形浄瑠璃後継者

団体、淡路文化会館、人形浄瑠璃街道連絡協議会等の人形浄瑠璃の保存伝承に関係する団体と情報

共有を図り、協働・連携体制を整えながら、淡路人形浄瑠璃の普及・啓発を促進する。 

６）施設効用の最大化に関すること 

常設館として定期公演を実施するとともに、開館時間以外の時間帯や休館日等に自主興行を実施
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し事業収入を確保する等、施設を最大限活用するように努める。 

具体的には、後継者団体発表会や竹本駒之助師の特別公演、素浄瑠璃会等、人形浄瑠璃の普及啓

発に関する事業や、人形浄瑠璃以外にも落語、講談等の他分野の伝統芸能や地域の文化発表会等の

目的で貸館事業を実施し、これからも積極的な活用に取り組む。 

 

 

Ⅳ 組織体制、人員配置等 

1) 組織体制、人材の確保に関する具体策（採用計画等） 

観光施設への配置社員と分離した人形座員に特化した組織体制を構築させ、適正な人員配置

を行う。また、人形協会とのタイアップにより、語り手・三味線引き・人形遣いのそれぞれ後

継者となりうる若手座員の採用に努める。 

 

２) 職員の配置計画 

人形座が円滑に運営できるよう組織体制の改善を図りながら、必要な人員を適切に配置して

いく。 

 

3) 人材育成方針及び職員研修に関する計画等 

特に若手育成のためのベテラン座員による稽古や指導の取組みや人形座のＰＲ戦略を実施し

ていくうえで、デザイン・ＨＰ・ＳＮＳの研修等に参加させていく。 

また、技芸員のモチベーションをアップさせるために、新演目へのチャレンジ、若手会、コ

ラボ公演等の特別公演の実施、他の芸能との交流等を実施したい。 

施設管理や経理、経営、企画、営業、広報等、館の運営のスキル向上に関しても、外部人材

からの指導、視察、組織内での書籍の輪読・討論等を通し、計画的に実施し、着実なスキルア

ップを図る。 

 

 

Ⅴ 安全管理への取り組み 

1) 施設・設備に係る安全管理への取り組み 

終業時には、設備等の電源の確認及び利用者の居残り等がないか常に注意を払う。 

設備に不備や損傷個所がないか適時点検し、安全管理に努める。 

 

2) 災害や事故防止への取り組み 

設備の日常点検を行い、定期的に見回りを実施し、事故・犯罪を未然に防ぐように努める。 

また、地震に伴う火災や津波を想定した観客の避難訓練等を実施し、職員の防災意識と非常
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時の対応能力を高める。避難誘導に関するマニュアルを作成する。 

 

３) 犯罪防止への取り組み 

不審者対応であるとか、突発的に起こることに関するケースに対応マニュアルを作成し、全

職員に周知し、日頃からの危機管理意識を高めておく。 

また、職員に関しては定期的に綱紀粛正を行い、適正な行動を促す。 

 

４) 緊急時の対応 

緊急時マニュアル及び緊急連絡表を作成し、訓練を行うことにより、緊急時に組織的な行動

を冷静に行えるよう日頃から準備を行い適切に対応する。 

 

 

Ⅵ 施設・設備の維持管理 

1) 施設・設備の管理体制 

施設管理責任者が指揮し、全職員が組織的な管理に携わるとともに、市へ報告業務を行う。 

 

２) 施設・設備の適切な維持管理への取組み 

利用者に不快感を与えないように清掃を適宜行い、清潔な状態を維持する。 

また、日常点検を行い、施設の性能劣化を抑えるように努める。 

市と密接な連携を図り、施設の維持管理や利用状況を報告することで、適切な施設の運営に

努める。 

 

３) 効率的な維持管理を実施するための考え方（経費の節減） 

施設・設備の管理に常に注意を払い、適切な職員の配置を行うことで効率的な運営を図り、

経費縮減につなげる。また、定期的なメンテナンスと、災害時の迅速なメンテナンスが結果的

に施設の長寿命化と修繕費の抑制につながる。 

 

４) 外部委託の考え方 

管理業務実施にあたり、うずのくに南あわじで処理することが困難なもの及び業務の質を高

め経費の効率化が図れるものについては外部委託とする。その場合、できる限り市内の企業を

優先する。 
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Ⅶ 自主事業に関する事項 

 常設館での定期的な公演を実施することで、市の観光振興に寄与し、地域の活性化を推進して

いく。また、南あわじ市のコアカリキュラムの授業や島内の小中学校への派遣事業の実施により、

淡路人形浄瑠璃の振興や普及とともに、学校の教育力アップに貢献する。 

 

 

Ⅷ 申請者の経営基盤 

1) 財務諸表等による経営分析 

① 直近 10 年間に於いて全期間経常利益の黒字を達成し、コロナ禍において最も厳しかった

2020 年においても営業利益は赤字でしたが、雇用調整助成金等の補助金により黒字達成とな

りました。 

② 道の駅「うずしお」の建替工事期間において、大鳴門記念館施設内への新規店舗出店等の

設備投資を実施することで工事完成後を見据えた社員の継続雇用を行うこととしています。

2022 年度は「淡路牛肉巻きハンバーグ 今日は肉の日」と「淡路島丘の上の牛乳パン」の２

店舗を出店いたしました。 

 

2) 金融機関や出資者からの支援体制 

  2020 年度に新型コロナウイルスの影響を勘案し、主要銀行であるみなと銀行をはじめ、公的

金融機関等の融資を受けております。 

 

 

Ⅸ 個人情報及び情報公開に関する事項 

1)個人情報の保護に関する具体的な取り組み 

個人情報の取り扱いにあたっては、個人の権利利益を侵害することのないよう努める。 

事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らさない。 

以上を徹底するために、情報の取り扱いに関するマニュアルならびに研修を実施する。 

 

2)情報公開に関する具体的な取り組み 

 財務諸表については一般公開している。また、株主総会でも事業報告、決算報告等を行い、承

認を受けている。 
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Ⅹ その他に関する事項 

１) 広報活動に関する具体的な取り組み 

ホームページやＳＮＳを利用して積極的に情報発信をするとともに、観光関連等の各広告媒

体も積極的に活用してＰＲしていく。 

また、観光協会等と連携して観光客への周知を図り、南あわじ市の観光地として広くＰＲし

ていく。 

 

２) リスクへの対応 

常にリスクを念頭に置き、リスクの発生をできるだけ最小限に食い止めるよう、常時座員と

の連絡・対応体制を密に取る。またその対応についての情報共有を行うことにより、突発的な

リスク対応能力を高める。 

 

３) 地域活動への参加、貢献に対する具体的な取り組み 

福良地区を拠点として、地元各種団体や観光協会とのタイアップ事業について積極的に取り

組み、地元の発展・活性化につながる施設となるよう努める。もって地域から愛される淡路人

形座となるような取り組みを実施する。 
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（要項様式7号） 

収 支 計 画 書     
                                           （単位：千円） 

項目  年度 R６ R７ R８ R９ R10 R11 合計 

収
入 

指 定 管 理 料 50,000 50,000 50,000 40,000 30,000 20,000 240,000 

利 用 料 収 入 85,500 102,300 90,200 97,000 101,200 107,500 583,700 

補 助 事 業 収 入 10,000 10,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

自 主 事 業 収 入 5,000 5,000 5,000 10,000 15,000 20,000 60,000 

収 入 合 計 150,500 167,300 165,200 167,000 166,200 167,500 983,700 

支

出 

人 件 費 92,203 97,759 103,482 107,376 113,448 115,201 629,469 

管 理 費 53,000 57,000 51,000 50,000 50,000 50,000 311,000 

売 上 原 価 10,500 12,900 11,100 12,000 12,600 13,500 72,600 

支 出 合 計 155,703 167,659 165,582 169,376 176,048 178,701 1,013,069 

収 支 差 額 △5,203 △359 △382 △2,376 △9,848 △11,201 △29,369 

累 計 収 支 額 △5,203 △5,562 △5,944 △8,320 △18,168 △29,369 ― 

【収入増に向けた取組み】 

①欧米を中心としたインバウンドと関東圏の富裕層を取込むことにより集客数の増加を見込む。 

②社員数を増員することにより出張公演中に通常公演ができないという現状を解消し、お越しいただ

いたお客様の満足度を上げる。 

③売店でのオリジナル商品開発を進め客単価・買い上げ点数アップを図ることで増収を見込む。 

④公益財団法人人形協会の協力のもと一部返礼品を可能とした企業寄付金制度創設に取り組む。 

【経費縮減に向けた取組み】 

①IT 化を進めることで事務の効率化・生産性の向上を図る。 

②人員配置・シフト管理を実施し人件費の効率化に努める。 

③物価高騰に対応すべく経費全般・売店の仕入について見直していく。 

（注１）単位は『千円』、会計年度は４月１日から翌年３月３１日とします 

（注２）『施設管理費』には、『保守点検』、『維持管理費・業務委託費』等を記入してください 

（注３）『役務費』には、『通信費』、『広告料』、『手数料』、『保険料』等を記入してください 

（注４）『指定管理料』については管理業務実施の対価として指定管理者が受け取る額を記入してください 

（注５）収支の各項目の内訳明細資料を添付してください 
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（要項様式7号） 

収 支 計 画 書     
                                           （単位：千円） 

項目  年度 R12 R13 R14 R15 R16 合計 

収
入 

指 定 管 理 料 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

利 用 料 収 入 111,700 115,900 118,000 118,000 118,000 581,600 

補 助 事 業 収 入 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

自 主 事 業 収 入 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000 

収 入 合 計 171,700 175,900 178,000 178,000 178,000 881,600 

支

出 

人 件 費 118,552 122,004 124,059 127,721 126,992 619,327 

管 理 費 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 250,000 

売 上 原 価 14,100 14,700 15,000 15,000 15,000 73,800 

支 出 合 計 182,652 186,704 189,059 192,721 191,992 943,127 

収 支 差 額 △10,952 △10,804 △11,059 △14,721 △13,992 △90,896 

累 計 収 支 額 △40,321 △51,125 △62,183 △78,904 △90,896 ― 

【収入増に向けた取組み】 

①自転車道の開通による観光客を取込むことにより集客数の増加を見込む。 

②社員数を増員することにより、色々な演目を上演し、お客様の満足度を上げる。 

③売店でのオリジナル商品開発を進め客単価・買い上げ点数アップを図ることで増収を見込む。 

④公益財団法人人形協会の協力のもと一部返礼品を可能とした企業寄付金制度創設に取り組む。 

【経費縮減に向けた取組み】 

①IT 化を進めることで事務の効率化・生産性の向上を図る。 

②人員配置・シフト管理を実施し人件費の効率化に努める。 

③物価高騰に対応すべく経費全般・売店の仕入について見直していく。 

（注１）単位は『千円』、会計年度は４月１日から翌年３月３１日とします 

（注２）『施設管理費』には、『保守点検』、『維持管理費・業務委託費』等を記入してください 

（注３）『役務費』には、『通信費』、『広告料』、『手数料』、『保険料』等を記入してください 

（注４）『指定管理料』については管理業務実施の対価として指定管理者が受け取る額を記入してください 

（注５）収支の各項目の内訳明細資料を添付してください 



入場者数の実績 36,219人 31,821人 10,180人 19,757人 21,575人

【歳入】 （単位：円）

科目 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R4決算

事業収益
58,345,335 48,813,682 18,795,624 28,273,023 54,553,181

補助事業収入
42,776,531 39,422,767 26,859,318 16,254,179 25,463,832

補助金等
47,040,000 42,726,000 63,330,146 69,552,000 55,477,000

寄附金
10,000 620,000 2,040,000 549,518 0

その他
5,740,265 7,166,875 19,530,458 8,816,987 12,098,885

コロナ対策等
補助金・助成金 0 0 35,695,719 18,608,731 4,854,118

歳入合計
153,912,131 138,749,324 166,251,265 142,054,438 152,447,016

【歳出】

科目 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R4決算

人件費
95,902,639 84,980,218 83,887,177 82,355,936 93,579,411

事務費
21,841,872 21,797,384 24,291,977 20,511,935 38,571,498

事業費
31,827,024 23,293,503 28,030,967 19,625,452 15,679,626

管理費（協会）
1,160,237 840,985 1,393,413 895,828 1,076,699

その他雑費（振
替額） -500,016 500,000 0 0 0

売上原価
6,416,504 4,634,087 1,676,823 1,882,078 3,458,959

歳出合計
156,648,260 136,046,177 139,280,357 125,271,229 152,366,193

【収支差引】

H30決算 R1決算 R2決算 R3決算 R4決算

差引額
-2,736,129 2,703,147 26,970,908 16,783,209 80,823

【施設名】淡路人形浄瑠璃館　過年度決算額及び収支見込

- １３ -



  

 

 

 

 

南あわじ市淡路人形浄瑠璃館 

 

指定管理者基本協定書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年４月１日 

 

 

南あわじ市 



  

南あわじ市淡路人形浄瑠璃館指定管理者 基本協定書 

  

 南あわじ市（以下「市」という。）と株式会社うずのくに南あわじ（以下「指定管理者」という。）

とは、南あわじ市の公の施設である『南あわじ市淡路人形浄瑠璃館』（以下「施設」という。）の管

理及び運営に関する業務（以下「管理業務」という。）について、南あわじ市公の施設に係る指定

管理者の指定手続等に関する条例（平成17年南あわじ市条例第206号、以下「指定管理者条例」と

いう。）第7条の規定に基づき、次のとおり基本的な事項について協定（以下「基本協定」という。）

を締結する。 

   第１章 総則  

（趣旨） 

第１条 この基本協定は、南あわじ市淡路人形浄瑠璃館条例（平成23年南あわじ市条例第30号、以

下「条例」という。）第12条の規定により指定された指定管理者が行う施設の管理業務に関し必

要な事項を定める。 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第２条 指定管理者は、条例第１条の設置規定に基づき、施設の管理運営を行うこととし、求めら

れる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

２ 市は、業務が民間事業者によって実施されるものであることを十分理解し、対等な立場に立っ

てその趣旨を尊重するものとする。 

（信義誠実の原則） 

第３条 市及び指定管理者は、互いに協力し、信義を重んじて協定を誠実に履行しなければならな

い。 

（用語の定義） 

第４条 この基本協定において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 指定開始日 指定管理者条例に定める指定期間の開始日のことをいう。 

(２) 指定管理料 市が指定管理者に対して支払う管理業務の実施に関する対価のことをいう。 

(３) 自主事業 第６条に規定した管理業務以外の業務で、指定管理者が自己の責任と費用におい

て実施する業務のことをいう。 

(４) 提案書 施設の指定管理者の公募にあたり、指定管理者が提出した業務提案書のことをい

う。 

(５) 不可抗力 天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災（戦争、

テロ、暴動等）、法令変更及びその他市及び指定管理者の責めに帰すことのできない事由をいう。

なお、施設利用者数の増減は、不可抗力に含まないものとする。 

(６) 法令 すべての法律、法規、条例及び正規の手続きを経て公布された行政機関の規程をいう。 

（指定期間） 

第５条 市が指定管理者として指定する期間は、令和６年４月１日から令和17年３月31日までとす

る。 

２ 市又は指定管理者は、前項の規定にかかわらず、この基本協定を継続できないやむを得ない事

由が生じたときは、６ヶ月前までに文書により相手方に対し基本協定の中途解約を申し出ること

ができる。 



  

（管理業務の範囲） 

第６条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

（１） 淡路人形浄瑠璃芝居の実演及びその企画に関する業務 

（２） 施設の維持管理に関する業務 

（３） 施設の使用許可及び使用の制限に関する業務 

（４） 施設の利用料金の徴収に関する業務 

（５） 管理業務の事業計画及び事業報告等に関する業務 

（６） 伝統芸能の保存伝承及び観光振興等への活用に関する業務 

（７） 使用者が施設又は付属施設を損傷し、又は滅失したときにおける損害賠償請求の手続きに

関する業務 

（８） 使用者の利便性を向上させるために必要な業務 

（９） 前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める業務 

（業務実施条件） 

第７条 指定管理者が管理業務を実施するに当たって具体的な内容は、仕様書に示すとおりとす

る。 

（管理業務の実施） 

第８条 指定管理者は、基本協定、条例、関係法令等のほか、募集要項等及び提案書に従って管理

業務を実施するものとする。 

２ 基本協定、募集要項等及び提案書の間に矛盾、食い違い等がある場合は、基本協定、募集要項

等、提案書の順にその解釈が優先されるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、提案書にて仕様書を上回る水準が提案されている場合は、提案書に

示された水準によるものとする。 

（開業準備） 

第９条 指定管理者は、指定開始日に先立ち、管理業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、

必要な研修等を行わなければならない。 

２ 指定管理者は、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、市に対して施設の視察を申し出

ることができるものとする。 

３ 市は、指定管理者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出

に応じなければならない。 

（第三者による実施） 

第10条 指定管理者は、事前に市の承諾を受けた場合、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請

け負わせることができる。 

２ 指定管理者が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて指定管理者の責任及び費用

において行うものとし、管理業務に関して指定管理者が使用する第三者の責めに帰すべき事由に

より生じた損害及び増加費用については、すべて、指定管理者の責めに帰すべき事由により生じ

た損害及び増加費用とみなして、指定管理者が負担するものとする。 

（施設の改修等） 

第11条 １件あたり50万円（消費税相当額を含む。）以下は指定管理者が負担。50万円を超える改

修及び修繕については、市と指定管理者が協議の上、原則、市が負担するものとする。 

２ 大規模修繕等の特別な修繕費用については、市と指定管理者が協議の上、原則、市が負担する



  

ものとする。 

３ 市が、緊急的必要性、内容、その他の止むを得ない事情に照らして、指定管理者が実施するこ

とが適切であると判断するときは、指定管理者が実施し、市が予算の範囲内でその費用を負担す

る。 

４ 施設の管理運営上、必要な日常経費、物品の更新に要する費用、火災保険料等は指定管理者の

負担とするものとする。 

５ 施設にかかる上下水道使用料及び光熱費については、指定管理者が供給者と直接契約を締結す

るものとする。 

（緊急時の対応） 

第12条 指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、指定管

理者は速やかに必要な措置を講じるとともに、市を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報

しなければならない。 

２ 事故等が発生した場合、指定管理者は市と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 

（個人情報の保護） 

第13条 指定管理者が取扱う個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第

57号）及び南あわじ市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年南あわじ市条例第38条）

の規定を準用し、個人情報の漏洩、滅失又はき損の防止その他保有する個人情報の適切な管理の

ために必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者又は管理業務の一部又は全部に従事する者は、当該管理業務により知り得た個人情

報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

３ 前２項にかかる詳細については、別記１「個人情報取扱特記事項」に規定する。 

（管理業務にかかる情報の公開） 

第14条 施設の管理において指定管理者が取扱う情報について、南あわじ市情報公開条例（平成17

年南あわじ市条例第18号）の趣旨にのっとり、情報の公開に関して必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

   第２章 備品の扱い 

（市による備品の貸与） 

第15条 市が指定管理者に無償で貸与する備品（以下「Ⅰ種備品」という。）は、仕様書に記載す

るとおりとする。 

２ 指定管理者は、指定期間中、Ⅰ種備品を常に良好な状態に保つものとする。 

３ Ⅰ種備品が経年劣化等により管理業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理

者は必要に応じて購入又は調達するものとする。 

４ 指定管理者は、故意又は過失によりⅠ種備品を毀損滅失したときは、市との協議により、必要

に応じて市に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購

入又は調達しなければならない。 

（指定管理者による備品の購入等） 

第16条 指定管理者が管理業務実施のため購入又は調達したⅠ種備品以外備品（以下、「Ⅱ種備品」

という。）は、仕様書に記載するとおりとする。 

２ Ⅱ種備品が経年劣化等により管理業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管理

者は、当該Ⅱ種備品を購入又は調達するものとする。 



  

３ 指定管理者は、前２項及び前条に定めるもののほか、指定管理者の任意により購入又は調達し

た備品（以下、「Ⅲ種備品」という。）は、仕様書に記載するとおりとし、管理業務実施のために

供することができるものとする。 

（備品台帳による管理） 

第17条 指定管理者は、Ⅰ種備品からⅢ種備品の分類ごとに備品台帳を作成し備品の管理を行わな

ければならない。 

２ 指定管理者は、使用状況を把握するため、年１回以上台帳と備品を突合するものとする。 

３ 指定管理者は、市から備品台帳の提出を求められたときは、速やかに提出しなければならない。 

   第３章 業務実施に係る市の確認事項 

（事業計画書） 

第18条 指定管理者は、毎年度市が指定する期日までに事業計画書を提出し、市の確認を得なけれ

ばならない。 

２ 市及び指定管理者は、事業計画書を変更しようとするときは、市と指定管理者の協議により決

定するものとする。 

（事業報告書） 

第19条 指定管理者は、毎年度終了後、管理業務に関し、市が指定する期日までに次の各号に示す

事項を記載した事業報告書を提出し、市の確認を得なければならない。 

(１) 管理業務の実施状況に関する事項 

(２) 施設の利用状況に関する事項 

(３) 料金収入の実績及び管理経費等の収支状況等 

(４) 自主事業の実施状況に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市が指示する事項 

２ 指定管理者は、市が第35条から第37条までの規定に基づいて年度途中において指定管理者に対

する指定管理者の指定を取り消した場合には、市が指定する期日までに当該年度の当該日までの

間の事業報告書を提出しなければならない。 

３ 指定管理者は、毎月終了後、管理業務に関し、市が指定する期日までに次の各号に示す事項を

記載した月次報告書を提出し、市の確認を得なければならない。 

(１) 管理業務の実施状況に関する事項 

(２) 施設の利用状況に関する事項 

(３) 料金収入の状況等 

(４) 前各号に掲げるもののほか、市が指示する事項 

４ 市は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、指定

管理者に対して報告書又は口頭による説明を求めることができるものとする。 

（業務実施状況の確認と改善勧告） 

第20条 市は、事業報告書の確認のほか、指定管理者による業務実施状況を確認することを目的と

して、随時、管理物件へ立ち入ることができる。また、市は、指定管理者に対して管理業務の実

施状況や管理業務に係る管理経費等の収支状況等について説明を求めることができる。 

２ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその申出

に応じなければならない。 

３ 前条及び第１項による確認の結果、指定管理者による業務実施が仕様書等、市が示した条件を



  

４ 指定管理者は、前項に定める改善勧告を受けた場合は、速やかにそれに応じなければならない。 

   第４章 指定管理料及び利用料金 

（指定管理料の支払い） 

第21条 指定管理料は、原則、当初３年間は5,000万円とし、４年目は4,000万円、５年目は3,000

万円、６年目以降は2,000万円を支払うものとする。 

２ 前項の対価は、指定管理者の請求により毎年２回（４月、12月）の分割にて支払うものとする。 

（指定管理料の変更） 

第22条 指定管理料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合、その都度、市と指定管理者協議の

上、年度協定書において定めるものとする。 

（利用料金収入の取扱い） 

第23条 指定管理者は、施設に係る利用料金を当該指定管理者の収入として、収受する。 

（利用料金の決定） 

第24条 利用料金は、指定管理者が、条例に規定する利用料金の範囲内において定めるものとする。

ただし、その決定及び改定については事前に市の承諾を受けるものとし、必要に応じて市と指定

管理者の協議を行うものとする。 

   第５章 損害賠償及び不可抗力 

（損害賠償等） 

第25条 指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによっ

て生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、市が特別の事情があると認めたときは、

市は、その全部又は一部を免除することができるものとする。 

（第三者への賠償） 

第26条 管理業務の実施において、指定管理者に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、

指定管理者はその損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が市の責めに帰すべき事由

又は市指定管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、その限りではない。 

２ 市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した

場合、指定管理者に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償することが

できるものとする。 

（保険） 

第27条 管理業務の実施にあたり、指定管理者が加入しなければならない保険又は保険料を支払わ

なければならない保険は仕様書に規定するとおりとする。 

（不可抗力発生時の対応） 

第28条 不可抗力が発生した場合、指定管理者は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急に対応

措置をとり、不可抗力により発生する損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努力しなけれ

ばならない。 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第29条 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、指定管理

者は、その内容や程度の詳細を記載した書面を持って市に通知するものとする。 

２ 市は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で市と指定管理者の協議を行

い、不可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。 



  

３ 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用につ

いては合理性の認められる範囲で市が負担するものとする。なお、指定管理者が加入した保険に

より補てんされた金額相当分については、市の負担に含まないものとする。 

４ 不可抗力の発生に起因して市に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用については市

が負担するものとする。 

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第30条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により管理業務の一部の実施ができなく

なったと認められた場合、指定管理者は不可抗力により影響を受ける限度において基本協定に定

める義務を免れるものとする。 

   第６章 指定期間の満了 

（業務の引継ぎ等） 

第31条 指定管理者は、基本協定の終了に際し、市又は市が指定するものに対し、管理業務の引継

ぎ等を行わなければならない。 

２ 市は、必要と認める場合には、基本協定の終了に先立ち、指定管理者に対して市又は市が指定

するものによる施設の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出

に応じなければならない。 

（原状復帰義務） 

第32条 指定管理者は、基本協定の終了までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、

市に対して管理物件を明け渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市が認めた場合には、指定管理者は管理物件の原状回復は行わずに、

別途市が定める状態で市に対して管理物件を明け渡すことができるものとする。 

（備品等の取扱い） 

第33条 基本協定の終了に際し、備品等の扱いについては、次のとおりとする。 

(１) 指定管理者が指定管理料により購入したⅠ種備品等及びⅡ種備品等については、市又は市が

指定するものに対して引き継がなければならない。 

(２) Ⅲ種備品等については、原則として指定管理者が自己の責任と費用で撤去・撤収するものと

する。ただし、市と指定管理者の協議において両者が合意した場合、指定管理者は、市又は市が

指定するものに対して引き継ぐことができるものとする。 

   第７章 指定期間満了以前の指定の取り消し 

（市による指定の取り消し） 

第34条 市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その指定を取り消し、

又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。 

(１) 業務に際し不正行為があったとき 

(２) 市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき 

(３) 指定管理者が基本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

(４) 自らの責めに帰すべき事由により指定管理者から基本協定締結の解除の申出があったとき 

(５) その他、市が必要と認めるとき 

２ 市は、前項に基づいて指定の取り消しを行おうとする際には、事前にその旨を指定管理者に通



  

知した上で、次の事項について指定管理者と協議を行わなければならない。 

(１) 指定取り消しの理由 

(２) 指定管理者による改善策の提示と指定取り消しまでの猶予期間の設定 

(３) その他必要な事項 

３ 第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を

命じた場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が生じても、市はその賠償の責めを負

わない。 

（指定管理者による指定の取り消しの申出） 

第35条 指定管理者は次のいずれかに該当する場合、市に対して指定の取り消しを申し出ることが

できるものとする。 

(１) 市が基本協定内容を履行せず、又はこれらに違反したとき 

(２) 市の責めに帰すべき事由により指定管理者が損害又は損失を被ったとき 

(３) その他、指定管理者が必要と認めるとき 

２ 市は、前項の申出を受けた場合、指定管理者との協議を経てその処置を決定するものとする。 

（不可抗力による指定の取り消し） 

第36条 市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、管理業務の継続等が困難と判断した場合は、

相手方に対して指定取り消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果、やむを得ないと判断された場合、市は指定の取り消しを行うものとする。 

３ 前項における取り消しによって指定管理者に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性が認

められる範囲で市が負担することを原則として市と指定管理者の協議により決定するものとす

る。 

（指定期間終了時の取扱い） 

第37条 第31条から第33条までの規定は、第34条から第36条までの規定により基本協定が終了した

場合に、これを準用する。ただし、市指定管理者が合意した場合はその限りではない。 

   第８章 その他 

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第38条 指定管理者は、基本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させて

はならない。ただし、事前に市の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

（一括再委託等の禁止） 

第39条 指定管理者は、管理業務の全部又はその主たる業務を一括して第三者に下請けさせ、又は

再委託することはできない。 

（管理業務の範囲外の業務） 

第40条 指定管理者は、施設の設置目的に合致し、かつ管理業務の実施を妨げない範囲において、

自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとする。 

２ 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、市に対して事業計画書を提出し、事前に市の承諾

を受けなくてはならない。その際、市と指定管理者は必要に応じて協議を行うものとする。 

３ 市と指定管理者は、自主事業を実施するに当たって、別途の自主事業の実施条件等を定めるこ

とができるものとする。 

（請求、通知等の様式その他） 

第41条 基本協定に関する市指定管理者間の請求、通知、申出、報告、承諾及び解除は、基本協定



  

に特別の定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。 

２ 基本協定の履行に関して市指定管理者間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 基本協定の履行に関して市指定管理者間で用いる計量単位は、基本協定に特別の定めがある場

合を除き、計量法（平成４年法律第51号）の定めるところによる。 

（協定の変更） 

第42条 管理業務に関し、管理業務の前提条件や内容に変更が生じたとき又は特別な事情が生じた

ときは、市と指定管理者の協議の上、基本協定の規定を変更することができるものとする。 

（解釈） 

第43条 市が基本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若しくは

報告を求めたことを以って、市が指定管理者の責任において行うべき業務の全部又は一部につい

て責任を負担するものと解釈してはならない。 

（疑義についての協議） 

第44条 基本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は基本協定に特別の定めのない

事項については、市と指定管理者の協議の上、これを定めるものとする。 

 

 この基本協定の締結を証するため、本書を２通作成し、市、指定管理者がそれぞれ記名押印の上、

各１通を保有する。 

 

 

 令和６年４月１日 

 

市  兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１ 

                  南あわじ市長  守 本 憲 弘 

 

 

           指定管理者  兵庫県南あわじ市福良丙９４７―２２ 

                  株式会社うずのくに南あわじ 

代表取締役  飛 田 俊 紀



  

別記１ 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１条 指定管理者は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識別

され得るものをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による業務を実施するに

当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければな

らない。 

（秘密の保持） 

第２条 指定管理者は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしては

ならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

（収集の制限） 

第３条 指定管理者は、この協定による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の

目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 

第４条 指定管理者は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失及

びき損の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 

第５条 指定管理者は、市の指示又は承諾がある場合を除き、この協定による業務に関して知るこ

とのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６条 指定管理者は、この協定による業務を処理するために市から引き渡された個人情報が記録

された資料等を、市の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託の禁止） 

第７条 指定管理者は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

市が承諾した場合を除き、第三者にその処理を委託してはならない。 

（資料等の返還等） 

第８条 指定管理者は、この協定による業務を処理するために市から引き渡され、又は指定管理者

自らが収集若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに市に返還し、又

は引き渡すものとする。ただし、市が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 

第９条 指定管理者は、この協定による業務に従事する者に対して、在職中及び退職後において、

この業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、協定の目的以外の

目的に使用してはならないことなど個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（実地調査） 

第10条 市は、必要があると認めるときは、指定管理者がこの協定による業務の執行に当たり取

り扱っている個人情報の状況について随時実地に調査することができる。 

（事故報告） 

第11条 指定管理者は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知った

ときは、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。 
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南あわじ市淡路人形浄瑠璃館指定管理者年度協定書（案） 

 

南あわじ市（以下「市」という。）と株式会社うずのくに南あわじ（以下「指定管理者」

という。）とは、令和６年４月１日に、南あわじ市淡路人形浄瑠璃館（以下「施設」という。）

の管理に関して締結した南あわじ市淡路人形浄瑠璃館指定管理者基本協定書（以下「基本

協定」という。）に基づき、施設の指定管理に関する年度協定（以下「年度協定」という。）

を締結する。 

 

（年度協定の目的） 

第１条 年度協定は、本施設の管理業務の各年度の業務内容及び実施の対価として支払わ

れる指定管理料を定めることを目的とするものである。 

（年度協定の期間） 

第２条 この年度協定の期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

（指定管理料） 

第３条 指定管理料は、5,000 万円を支払うものとする。 

（疑義等の決定） 

第４条 年度協定に定めのない事項及び年度協定に関し疑義が生じたときは、市と指定管

理者とは誠意を持って協議を行い、これを決定するものとする。 

 

市と指定管理者とは、この年度協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名

押印の上、それぞれ各１通を保有する。 

 

 

 令和６年４月１日 

 

市  兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１ 

                 南あわじ市長  守 本 憲 弘 

 

 

 

          指定管理者  兵庫県南あわじ市福良丙９４７―２２ 

                 株式会社うずのくに南あわじ 

代表取締役  飛 田 俊 紀 


